【声明】　一発の発砲で取り返しのつかない事態となる─自衛隊に危険な新任務を持たせる閣議決定に抗議し、撤回を求めます
2016年11月15日
憲法会議（憲法改悪阻止各界連絡会議）
１．安倍内閣は本日、自衛隊が海外で、兵器を手に公然と人を殺傷する＝戦争することができる閣議決定を強行しました。昨年国民の多数の反対世論を無視して制定が強行された安保法制（戦争法）にもとづき、南スーダンＰＫＯ（ＵＮＭＩＳＳ）に参加する自衛隊に「駆け付け警護」や「宿営地の共同防護」など武器使用を可能にする新しい任務を持たせるとしています。日本国憲法を最も乱暴にじゅうりんし、戦争違法・不戦の世界への誓いを否定するもので、第二次世界大戦後71年間、日本が海外で戦争しなかった平和の秩序を自ら突き崩すものです。
兵器の使用を前提にした「駆け付け警護」などは、日本国憲法第9条が禁止している「武力の行使」に他なりません。私たちは、憲法を守り生かし、なによりすべての戦争を拒否する立場から、この重大極まる危険な決定に断固抗議し撤回を求めます。
２．政府が、新任務をつけた自衛隊を11月20日にも送ろうとしている南スーダンは、政府軍（キール派）と反政府軍（マシャール派）との内戦状態にあります。今年7月にも数百人の死者をだす激しい戦闘が首都ジュバで起き、その際政府軍と国連ＰＫＯ部隊との交戦もあったこと、政府軍が略奪やレイプを繰り返しているという実態は国連報告書（11月1日発表）や報道で明らかです。イギリスやドイツ、スウェーデンなど各国の文民警察官らも相次いで撤退しています。このように極めて危険な地域であることは全世界の常識となっており、政府がＰＫＯ派遣の根拠にしている「ＰＫＯ参加５原則」は完全に崩壊しています。
　こうした南スーダンについて、防衛大臣や首相補佐官の「現地視察」をもとに「ジュバは落ち着いている」などと偽り、「危険性」をことさら過少に見せようとしていることは誰の目にも明らかです。さらに政府の自民党への説明（11月8日）では、「駆け付け警護」は在住の邦人を警護対象にするものであり、他国部隊の警護は現地政府が対応するなどとしており、これまで安倍首相らが、他国のＰＫＯ部隊やＮＧＯ職員への攻撃に対するものとしてきたこととは異なり、「邦人」を印象づけるものとなっています。このような姑息な手段を弄してまで「新任務ありき」、派兵の実績づくりに固執していることは断じて許せません。
３．これまでも政府は、「専守防衛」として自衛隊の装備増強を続け、「身体防護」を理由とした兵器使用基準の拡大などの恣意的な「憲法解釈」を重ねてきました。今回の閣議決定は、これらとはまったく違う段階に踏み込むもので、「殺し殺される」現実的な危険、「一発の発砲」が人のいのちにとって取り返しのつかない事態をまねくものです。この自衛隊の軍隊化が日米同盟のもと、戦争法の制定とその実行として強行されようとしています。
このような深刻な事態に多くの国民が心を痛めています。
私たちは、自衛隊を南スーダンからただちに撤退させるべきことを政府に求めます。そして閣議決定は撤回し、新任務を持たせた自衛隊の派兵は断じて実行すべきでないことを強く主張します。同時に戦争法は一刻も早く廃止しなければなりません。憲法「改正」反対、暴走を続ける安倍政権の退陣を、戦争させない・9条壊すな！総がかり行動実行委員会の共同の力で実現します。
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